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1　はじめに
　意思決定支援システム（Decision　Support　Systems）は，意思決定者
に有効な情報をタイミングよく提供する情報システムであり，組織的な意
思決定を前提として形成されるものである。
　その特徴は，意思決定者がもっている課題の中でその構造が明確にはと
らえ難い非構造的課題あるいは半構造的課題を対象とすることであり，技
術的にはコンピュータを利用した情報処理システムであるといえるΦ。具
体的に．は組織体における各階層の意思決定者の計画・企画機能を支援する
と共に組織的決定に対する合意形成を支援するシステムとして位置づける
ことがでぎる。
　特に昨今の様に，組織体を取り巻く環境が複雑さを増し，変化が加速さ
れ，様々な利害が対立する状況下では，組織体における各階層の意思決定
者が解決を迫られている非構造的課題は増大する傾向にあるといえる。多
くの場合，意思決定者は，不確定性を含む非構造的課題に対処するために，
逐次的に情報を収集し，具体的状況の予測を行ってゆくと同時に自己の決
定基準を定めてゆくとみることがでぎる。
　これまでの意思決定支援システムは，状況の予測に関する情報を意思決
定者に提供するという側面に重点がおかれていたが，一方で意思決定者が
決定基準を確立してゆくプロセスの支援もなおざりにはでぎない重要な課
　　　　　　　　　　　　　　早稲田社会科学研究　第37号（S63，10）　27
題である。
　更に組織的決定という側面では，Arrowの一般不可能性定理にみられ
るように，個々人の選好関係から集団の選好関係を一般的に合理的と思わ
れる方法でまとめあげることは現実的に困難である。そこで，集団の選好
が導出され，意思決定に至るまでの過程に注目し，この過程を支援する方
法及び手法が大ぎな意味をもつことになる。
　すなわち，組織的意思決定が組織体の問題解決行為であるとするなら
ば，意思決定支援システムは次の5つの機能と，これを実現させるデータ
・ベースをもたねばならない。
　　（1）意思決定老の選好構造の同定
　　（2）他の意思決定者の選好構造の提示
　　（3）対象問題の状況情報の提示
　　（4）代替案に対する解と評価に関する情報の提示
　　（5）法的・制度的拘束条件の提示
　本論では，まずこれまでの意思決定支援システムの公式モデルの検討を
行い，その延長線で（1）を実現する意思決定支援システムの展開形として多
属性効用関数をとりあげ，更にこれと連動して②（3）を有効に活かすための
知識データ・ベースについて考察する。
2　公式モデルとしての意思決定支援システム
　ここでは，公式化された意思決定支援システムの検討を行い，これを基
に支援システムから出力されるべき情報の性質について考察する。さて，
J．C，　MoorとA．　B．　Whinstonは意思決定支援システムの公式的分析を
行うための一般的フレームとして次のような定式化を行っている（2）。彼ら
によれぽ意思決定は次の8項からなる行為であると定義される。
　　Dニ〈X，φ，D，ω＊，　A，｛Mala∈A｝，　c，　r＞
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ここで
D＝意思決定
X：Xをその要素とする相互に排反な状態の集合
　φ：X→［0，1］とする確率密度関数
　　　φは確率分布関数πを定める。π：P（X）→［0，1］
　　　但しY⊆Xに対し　π［Y］＝Σφ（x）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　x∈Y
D：可能な決定（複数）
ω＊：X×D×R→Rはペイオフファンクションであり，第3項Rは
　　　ペイオフ上での情報収集コストの効果を考慮したものである
A：初期（情報収集）の行為または有用な実験
Ma：行為a∈Aに伴う情報構造で，それぞれのMaはXの分割
　　　である
　c：A→R＋はコスト関数で。（a）は行為a∈Aのコストを表す
　r：最終決定がなされる前にとりうる情報収集行為の数を表す正の
　　　整数
　ここで，意思決定者は有限の実行可能な決定の集合Dをもっていること
が仮定され，更に有限な環境の状態x∈Xと選ばれた決定d∈Dと情報
コスト。に依存するペイオフを受け取ると定式化される。
　更に，決定と状態とコストと，結果（outcome）の集合Eの間に決定論
的な関係があるとするならばρ（x，d，　c）はXxD×RからEへの写像
を意味する。そして，もし結果（outcome）Eの上での意思決定者の選好
が，実数の効用関数u（e，d）（但し，　e∈E，：d∈D）で表されるならば，ペ
イオフファンクションは
　　ω＊（x，d，　c）＝u［ρ（x，　d，　c），　d］によって定義される。
決定問題の残りの要素は情報構造と情報を得るコストの問題ということに
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なる。
　さて，情報獲得戦略の結果αは次の分割から成り立つ。
　　B二｛B1，　B2，……，　Bq｝
　但しiキjなるi・jに対しXの上でBi∩B」＝φかつ∪』Bi＝Xである。
そして，それぞれのBiには情報収集コストC（B）が伴うことになる。こ
のようにして，もし意思決定者が決定関数δ：B→Dに従うならば，多段
戦略（α，B，δ）に対する期待効用は次式で与えられることになる。
　　Ω＊（α，B，δ）＝ΣΣφ（x）ω＊［x，δ（B），c（B）］
　　　　　　　　B∈BX∈B
すなわち，解析された決定問題のゴールは情報戦略αと決定関数δを選
ぶことであり，B→Dなるすべてのα’とδ’の上でΩ＊（α，　B，δ）を最
大化することである。
　つまり，このモデルで扱われている情報は環境から獲得すべきものであ
り，その内容は組織体の外部状況の認識に関わる情報である。言い換える
ならば，情報の流通の側面に中心的な視点があり，意思決定者とその決定
基準の関連については特に明示的に示されていない公式モデルであるとい
ってよいであろう。
　意思決定支援システムはその機能として意思決定老に対して外部情報
（環境情報）に適切な情報処理をほどこした上でタイミングよく意思決定
者に与えるという重要な側面をもっている。しかし，1であげた様に組織
体の意思決定者がその選好構造を相互に明示することによって，組織その
ものが自律的に変容を遂げてゆく側面への支援も重要な機能であるといえ
るのではなかろうか。後者の機能も上の公式モデルと関連づけてゆかねば
ならないが，ここでは課題としてとどめておく事にし，次に意思決定者の
選好構造の同定の具体的展開の方法について検討してゆくことにする。
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3　多属性効用関数
　意思決定支援システムの一方の主要な課題は意思決定群の効用関数の置
定である。意思決定者は，構造が明確に定められない問題に対してまず考
慮の対象領域を定め自身の効用に影響を与える要素を抽出し，決定に至る
までの過程で次第に効用関数を明確にしてゆくとみることができる。
　社会的あるいは組織的意思決定の場面で，意思決定者は複数の代替案に
対してそれぞれ一方の要因に着目し，こちらを満たそうと思えば他方の要
因を満たすことができず，二律背反の状態におちいり意思決定が下せなく
なるような状況におかれることがしばしばみられる。
　このような状況下で，もし各代替案にそれぞれスカラー量が対応づけら
れ，その量が大ぎければより好ましい代替案であるというようにできれ
ば，スカラー量の大小関係によって各代替案の順序付けができることにな
る。
Keeneyらによって開発された多属性効用関数は，複数の代替案に対し複
数の属性から成る効用関数を定め，その上で代替案の選択を行おうとする
ものである。その概要は次の通りである。
　　0：代替案の集合0＝｛Oiii＝1，2，……，　m｝
　　X：代替案の評価属性の集合X＝｛Xjll＝1，2，……n｝
　　Vj：Xj→［0，1］へ写像する属性別効用関数
　　V：（V1，　V2，……，　Vj，……，　V・）→［0，1］へ写像する多属性効用
　　　　　関数
とすると，それぞれの代替案OiはXの上でそれぞれの値x’jをとり，
x’鰍ﾉ対するスカラー量である効用値が決められる。
　この効用値はノイマソーモルゲソシュターソ型の効用関数によって決定
される。すなわち，代替案の選択にたいしてくじ（ロッテリー）の概念を
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導入することによって巧妙に選好順序が基数尺度に変換されるのである。
次に多属性効用関数の形成手順をまとめておくことにする。
（1）代替案の決定
（2）評価属性の決定
　　多属性効用関数の要点は次にあげる条件の下で，各評価属性別の効用
　関数が総合化されまとめあげられることである。その条件は
　（a）各属性間の選好独立性が成り立っていること
　　　選好独立とはXの部分集合YとYの補集合Y，を任意につくった
　　とき，評価属性Yのレベルだけの変化による選好順序が，その値が固
　　定されているY・のレベルに依存しないとぎ，属性Yは属性Y，と
　　選好独立であるという。
　　ここで，レベルとはX」がとる実数値である。
　　選好独立性の検証は次の手順で行われる。
　　（ア）Xjに対して，
　　XJ＊；最も好ましくない現実的な値
　　X」＋；最も好ましい現実的な値
　　　とすると
　　すべての成分が比較的好ましくないレベルにあるy，＊を選び
　　　（y’，y，＊）～（y”，　y。＊）となるようにy’，　y”を選ぶ
　　（イ）すべての成分が比較的好ましいレベルにあるy，＋を選び意思決
　　定者に
　　　（y’，y。＋）～（y”，　y，＋）が成立していることを確認する。
　（ウ）あるザの任意の値に対しても
　　　（y’，yつ～（y”，　yつが成立しているならば，　YのY。間には選
　　好独立が成立しているといえる。
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　（b）各属性間の効用独立性
　　　効用独立とは属性のレベルだけが変化する確率50－50のロッテリー
　　に対する条件付き選好順序が，固定されているY以外の属性Y一のレ
　　ベルの影響をうけないならば，Yはその補集合Y囎と効用独立である
　　という。
　　　効用独立性の検証は次の手順で行われる。Y『の1つの属性Zがあ
　　るものとすると
　　（：り　Zのレベルをz’に固定する。
　　　　［0．5・（y＋，z’），0．5・（y＊，，　z’）］～［y’，　z’］
　　　　なるy’の値を意思決定者に尋ねる。ここでy’はZ’のもとで
　　　ロッテリー［0，5・y＋，0．5y＊］と無差別となる値である。
　　（イ）Zのレベルをz”に固定し㈲と同様な検証を行う。
　　㈲　z”に対してもy’が影響をうけないならぽ，これを繰返すこと
　　　で任意のzに対し
　　　　［0．5・（y＋，z），0．5・（y＊，　z）］～［y’，　z］
　　　　が成立していることを確かめる。
　　選好独立性及び効用独立性が各属性相互間に成り立っていない場合に
　は，評価属性を選び直す必要がある。
（3）代替案の属性値データの決定
　　（2）で定められた属性に対し，それぞれの代替案の値を決定する。
（4）個別の各属性について効用関数を求める。
　（a）［0．5・x＋，0．5・x＊］～［1．0・x］を満たすxの値を意思決定者に尋ね
　　る。
　　　u（x）＝1／2・u（x＋）＋1／2・u（x＊）＝0．5よりxは確実同値額である。
　　この値をx（0．5）とおく。
　（b）［0．5・x＊，0．5・x（0．5］～［1．0・x’］を満たすx’の値を意思決定者に
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　　尋ねる。
　　　u（xノ）＝1／2・u（x＊）十1／2・u（x（0．5））＝0。25
　　　この値をx（0．25）とおく。
　（c）［0．5・x，0．5・x（0。5）］～［1．0・x”］を満たすx”の値を意思決定者
　　に尋ねる。
　　　u（x”）＝1／2・u（x＋）十1／2・（x（0．5））＝0．75
　　　この値をx（0．75）とおく。
　（d）［0．5・x（0．25），0．5・x（0，75）］～［1．Ox’”］を満たすxノ”の値を意思
　　怠者に尋ねる。
　　　u（x’”）＝1／2・x（0．25）十1／2・x（0．75）；0．5
　　　ここでx（0．5）＝x’”が成立していれば一致性が確認されたことに
　　なる。
　（e）x（0．25），x（0．5），　x（0．75）の値から属性別効用関数
　　　u（x）＝a＋be－cxのパラメータa，　b，　cを求める。
（5）スケーリング定数の同定
　　n個の評価属性（X1，　X2，……，　X。）に対して各属性のすべての効用
　値が1である
　　X＋二（X1＋，　X2＋，……，　Xn＋）
　　とすべての効用値が0である
　　X＊；（X1＊，　X2＊，……，　Xn＊）
　　と
　　X’＝（X1＊，　X2＊，・…・・，　Xi＋，　Xi＋1＊，……，　Xn＊）
　　に対し
　　［p・X＋，（1－p）・X＊］～［1．0・X’］を満たすPの値を意思決定者に尋ね
　る。
　　P。u（X＋）＋（1－p）・u（X＊）＝u（X’）より
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　P＝ki・u（Xi＋）＝ki
　　従ってこのPが属性値Xiのスケーリング定数となる。
⑥　多属性効用関数の同定
　　X1……X、が相互に効用独立であるならば，多属性効用関数は属性男1
　の効用関数によって合成される。ここで，スケーリング定数の値の総和
　によって多属性効用関数は加法型と乗法型に分けられる。
　（a）加法型
　　　　　　　Σki＝1となるとき
　　　iF1　　　　　　　　　　　　　　　　　u（X1，　X2，……，　Xn）＝Σki・ui（xi）
　　　　　　　　　　　　　1昌1
　（b）乗法型
　　　ロ　　　Σkiキ1であるとき
　　　i≡1
　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　1＋k・u（X1，　X2，……，　Xn）＝17（k。ki・ui（xi）＋1）
　　　　　　　　　　　　　　　i冨1
　　　但し，kは
　　　　　　ロ　　　1＋k＝17（1＋k・ki）の解である。
　　　　　　i■1
（7）多属性効用関数に．よる代替案の順序づけ
　　（6）で求められた（X1，　X2，……，　X。）に各代替案の属性値を代入し，
　その値の大小により代替案の選好順序が決定される。
　以上の手順により，意思決定者の多属性効用関数が導出され，代替案4
優先順序づけが可能となる。
　意思決定者が対象問題に対して十分な情報を持っておらず，また明確力
決定基準が未だ確立されていない場合，この方法を応用することで意思汐
定者自らが持っている多次元からなる選好構造を明確にすることがでさ
る。更に，他の意思決定者の選好構造との差異を明確にできるならば，這
好構造上での問題の所在を明示的に知ることができることになる。
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実際にこの方法を適用する際には，意思決定者にロッテリー上での判断を
求める等困難な問題があるが，属性値の組合せに対する意思決定者の回答
からスケーリング乗数を推定する方法が提案されている（3）。この方法によ
れぽコンピュータ上で意思決定者とシステムが対話をすることで，意思決
定者にそれほどの負担をかけずに多属性効用関数を形成することが可能で
ある。多属性効用関数による意思決定者の選好構造の同定は，意思決定支
援システムにおいて重要な位置を占めているといえる。
4　知識データ・ベースの形成
　意思決定者が自分の選好関係を明確にしてゆく過程で，対象問題に関す
る多くの情報が処理される。そして，問題が政治・経済・社会・技術など
多様な側面を含む複雑な問題である場合には，各問題の相互関連が認識さ
れた上で意思決定が行われる事が一般的である。
　従来，問題認識の過程では制御理論を背景とするシステムズ・ダイナミ
ックス手法やエコノメトリックス手法を駆使した各種モデルが形成され，
意思決定支援システムの大ぎな部分を占めていた。
　しかし，応用事例の増加に伴って複雑な問題に対する大規模モデルの問
題点も次第に明らかにされてきた。その中で，出力される諸情報の有効性
という側面では，モデルの構造がどの様なプロセスを経て構成されてきた
のかが明確でないということと，意思決定者がテストしたい諸条件に常に
対応できる柔軟性がモデルに欠けているという点に問題が残されていた。
　本節では，この課題に応えるものとしての知識データ・ベースについて
述べ，そのプロトタイプモデルを示し，テストケースとして都市計画への
応用を例示する。
　複合された問題の認識に用いられる知識は，各種領域の専門知識や意思
決定者の経験的知識から抽出，総合化されるものであって，その内容はま
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すます学際的になると同時に量的には莫大なものになりつつある。モデル
形成にあたっては，複合問題を構成する主要な原因・結果の連鎖を抽出
し，その関数関係が定められる。その過程では，各専門分野のエキスパー
トの著作や意見が重要な素材となるが，これらは対象問題に対する複雑な
因果連鎖を記述したもので，数量モデルの形までとらずとも意思決定者に
は重要な情報源となることが往々にしてみられる。
　これらの因果主張の内容には，実態を説明しようとする記述的性格をも
つものと，本来かくあるべきであるといった規範的性格をもつものがある
この性格を分離しておくことはモデルの構造を決定する上でも見逃すこと
のできない重要な点であり，具体的には説明変数と政策変数を分離するこ
とにもつな：がる。
　各エキスパートの意見，主張の内容は，それぞれの専門分野や観点によ
って千差万別であることは一般に認められるところであるが，同一の対象
問題に対する因果主張は共通部分も多くみられる。各エキスパートの様々
な因果主張を個別に知識データ・ベース化し，複合された問題の認識に対
してこれらを接合，検証する等有効に活用できればモデルの内容をより明
確に表現でき，前提，仮定の意味もこれまで以上に理解しやすくなること
が期待できる。
　すなわち，複数のエキスパートの有する知識を蓄積，活用し，特定の複
合的な問題を広い視野から認識し問題を把握できるような知識データ・ベ
ースをコンピュータに構築することができれば，意思決定の支援という点
で大きな意味があり各種モデルから出力される情報の意味もこれまで以上
に明確になることが期待できる。それには，因果系列を構成する各要素を
ノードとする意味ネットワークをコンピュータ内に形成しなけれぽならな
い。
　因果連鎖の情報構造を表現する手法としては，これまでISMや
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DEMATEL等が開発されてきた。これらは因果構造をマトリックス表現
でとらえたもので・特定の因果連鎖の2次的または3次的波及効果を関係
性の演算から導出するという側面では優れているが，因果関係に付帯する
様々な情報を蓄積しておくという点では満足できるものではない。
　そこで・パーソナルコンピュータ上で各エキスパートの因果連鎖に関す
る知識を蓄積するとともに，これを接合し，フィードバック系として総合
的な定性的解析を可能にする知識データ・ベースシステムのプロトタイプ
を開発した④。以下にその概要を示す。
　因果連鎖を構成する各要素のデータ構造は，以下のフレームに従って定
められる。
要素　：原因となる要因（X）
属性1：結果となる要因（Y）’
属性2：XとYの相関関係（＋または一）
属性3：関連の強度
属性4：因果の階層
属性5：因果関係の性格
属性6：因果関係の成立条件
属i生7：出典
　このデータ・ベースでは，属性は全部で10個まで任意に設定できる。こ
こに示した例は，因果連鎖の解析を行うための標準的なフレームである。
ここで，属性3の因果の階層とは，問題の解析にあたってどの程度詳細な
因果までを考慮したかを示すもので，いわばマクロ的な視点とミクロ的な
視点がどの様に関連しているかを示すものである。また，属性4は因果関
係が実態分析に基づくものか規範的観点から主張されているものかを判別
するものである。属性5は因果関係が広く一般に認められた法則といえる
ものであるのか，それとも限定された状況でのみ成立するものであるかを
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記し，後者である場合にはその条件が記述される。
　データ・ベース化された個々の因果連鎖は一方向の因果の連鎖とフィー
ドバック系を構成する因果の連鱗に分けられ，必要に応じてその結果を出
力することができる。
　個々の文献や意思決定老の意見，主張は原則として1つのファイルに納
められるが，因果連鎖の解析にあたっては任意の複数ファイルを結合する
ことが可能である。
　次に，テストケースとして都市計画問題への応用例を示す。この例題
は，都市計画のエキスパートがそれぞれの立場から都市環境のあり方をめ
ぐって具体的な対象地域について議論を交わし，その結果として全体の枠
組みが設定されていった過程を示している。議論の対象となった個々の因
果関係は，図1に示される個別ファイルに格納され，考慮すべぎ対象問題
の範囲に従って1つのディレクトリーにまとめあげられた。このシステム
では，個々のファイルは必要に応じてそれぞれのディレクトリーに組替え
られる様になっている。
　図2は，因果関係を構成する個々の要素とその属性の操作を行うメニュ
ー画面である。ここで要素と属性の登録を行い，その後で要素を表示させ
ると図3の出力が得られる。この段階で，要素の修正・削除も可能であ
る。また，属性を調べる必要がある時には，図4にみられるようにその要
素名を指定すればよい。ここでは，商業集積度について属性を参照してい
る。ここで，属性の内容を修正・追加・削除することができる。図6は個
々の因果関係を連鎖として解析するためのメニュー画面であるが，複数の
ファイルを結合して解析を行うことも可能になっている。ここでは一方向
の因果連鎖をルートとよび，フィードバックを形成する因果連鎖をループ
とよんでいる。この例題では全てのループとルートを検出し，図7にみら
れる様な結果が得られた。
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〈ファイル管理〉
ディレクトリ名
TOKYO
TEST
　　プアイル名
SAMPI　SAMP2
TESTI　TEST2　TEST3
モード選択　　1．ディレクトリ操作　　2，　ファイル操作：
図1　7アイル管理
〈＊＊＊＊＊要素・属性　操作用プログラム＊＊＊＊＊〉
　　このプログラムは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜モードの選択＞
　　　1：コメントの表示一〉訂正
　　2＝要素の登録一〉属性の登録
　　3：要素の表示一〉削除・修正
　　4：属性の表示一〉追加・削除・訂正
を行うプログラムです。
　　左欄の中から，使いたいモードの番号を
選択してください。（終了は“／”）
　　　　　　　　図2　要素・属性の操作
1　注釈訂正
2　要素登録
3　要素表示
4　属性表示
＊＊＊ディスクに登録されている要素名（“／”でメニュー）＊＊＊
転出者数人口　公共用地緑相対環境地価農地
宅地　商業集積度　買物利便性　就業機会　転入者数
出生数　死亡数　他地域の環境　地域イメージ
駅前再開発　道路整備　道路容量　鉄道　通勤利便性
安全性　規制　税率　相続税　公共政策
〈要素表示モード〉
1：要素修正
2：要素削除
3：メニュー
選択するモードは
図3　要素一覧
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〈既に定義されている要素名リスト〉
転出者数　人口　公共用地　緑　相対環境　地価　農地　宅地　商業集積度
買物利便性　就業機会　転入者数　出生数　死亡数　他地域の現境
地域イメージ　駅前再開発　道路整備　道路容量　鉄道　通勤利便性
安全性　農地規制　農地税率　相続税　公共政策
＊＊＊＊属性を調べたい要素名の指定（終了は“／”）＊＊＊＊
　　　　　　　　商業集積度
　　　　　　　　　　　　図4　要素の抽出
継＊＊“､業集積度”の属性表示＊＊＊＊
??????????1一　買物利便性
2一　　十
3－　0．7
4－　　1
5一　実態
〈モードの選択〉
　1　修　正
　2　追　加
　3　削　除
　4　前画面
選択するモードは
＊＊＊＊“､業集積度”の属性表示＊＊＊＊
　　属性　6一　／
属性　7一　商業調査
属性　8一
属性　9一
属性　10一
図5　属性表示
〈モードの選択〉
　1　修　正
　2　追　加
　3　削　除
　4　前画面
選択するモードは
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　　＊＊＊＊＊ルート・ループ検出用プログラム＊＊＊＊＊
　このプログラムは，ファイルに登録されている要素名
及び属性名を用いて，ループ及びルートを検出する為の
プログラムです。
　使用ファイル名を指定し，モード番号（1：単ルート
検出，2：全ループ及びルート検出）を指定して下さい。
［終了は“／”］
　　　　　　　使用ファイル名：TEST1
　　　　　　　　モード番号：2
　　　　　　図6　ループ・ルート検出
　　　　一　　　　　十　　　　　　　十　　　十
転出者数一→人ロー→公共用地一→緑一→相対環境
　　一転出者数　（＋）
　　　　＿　　　　十　　　　’　　　十
転出者数一→人ロー→商業集積三一→買物利便性
　　十　　　　　　　一
　　一→相対環境一→転出老数　（＋）
　　　　一　　　　十　　　　　　　十
転出者数一→人ロー→公共用地一．→相対環境
　　一一→転出者数　（＋）
　　十　　　　　　一　　　　　一　　　　　十
地価一→相続税一→農地一一→宅地一→地価　（＋）
　　十　　　　　　十
人ロー→出生数一一→人口　（＋）
　　十　　　　　　一
人ロー→死亡数一→人口　（一）
　　一　　　　　一　　　　　十
地価一→農地・一→宅地一一・地価　（＋）
　　十農地一…・緑　（＋）
農地一→公共用地　（一）
宅地一→緑　（一）
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　　　　十　　　　　　　　十
就業機会一→転入者数一→人口　（＋）
　　　　十転入者数一一→人口　（＋）
他地域の環境一→相対環境　（一）
　　　　　　一　　　　　　　　　　　十
他地域の環境一→地域イメージー→地価　（一）
　　　　　　十地域イメージ・一→地価　（＋）
　　　　　十駅前再開発一→商業集積度　（＋）
　　　　十　　　　　　　　十
道路整備一→道路課量一→買物利便性　（＋）
　　　　十　　　　　　十
道路整備一→安全性一一→相対環境　（＋）
　　　　十　　　　　　　　十　　　　　　　　　十
道路整備一→道路容量一→通勤利便性一→相対環境　（＋）
　　　　十道路容量一一→買物利便陸　（＋）
　　　　十　　　　　　　　　十
道路容量一→通勤利便性一→相対環境　（＋）
　　十鉄道一一→買物利便性　（＋）
　　　十　　　　　　　　　十
界道一→通勤利便性・一→相対環境　（＋）
　　　　　十通勤利便六一→相対環境　（＋）
　　　　十
安全性一→相対環境　（＋）
　　　　　十
農地規制一一→農地　（＋）
農地税率一→農：地　（一）
　　　　十相続税一→転出者数　（＋）
　　　　　十
公共政策一→相続税　（＋）
　　　　　　　　　図7　検出結果
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　これまでこのような定性的なモデルの部分は，レポートとしてまとめあ
げられるまで意思決定者がその内容を直接理解することは困難であった。
また意思決定者は，数量モデルの結果だけに眼をうばわれがちであったと
いえるであろう。
　この様な知識データ・ベースを媒介にすることで意思決定者とエキスパ
ートの対象問題に対する認識の差異を明示することができる。そして，こ
れによって共通理解を深めることがでぎ，更に各種の数量解析のモデル群
と接合させることで意思決定支援システムをより有効に展開することが可
能になったといえる。
5　ま　と　め
　意思決定支援システムは意思決定的に有効な情報を提供する各種の情報
処理手法体系であるが，本論では意思決定者が外部環境との情報交換を通
じて自分自身の意思決定メカニズムを確立してゆく過程も重要な側面であ
るという認識に立ち，意思決定支援システムの展開を図った。
　従来の理論モデルの範疇では，意思決定者の有する効用関数は不変であ
り，情報は状況の実現確率と関係づけられ，その獲得コストとの関連で意
思決定行為が決定されるという枠組みが設定されている。しかし，情報と
決定の関係には意思決定者が決定規準を組替えてゆくというダイナミック
な側面があり，これは意思決定の枠組みの中では効用関数のパラメータを
変化させてゆくことに相当する。この側面を具体的に解析する方法とし
て，多属性効用関数を意思決定支援システムの展開形の中で位置づけた。
更にこれと既存の各種数量モデルとをより明確に関連づけることをめざし
て知識データ・ベースのプロトタイプを提示した。この知識データ・ベー
スは意思決定者と各種モデルとの媒介項としての役割が付与されていると
同時に有効な情報の蓄積をめざしたものであるといえる。
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現在，パーソナルコンピュータ上で意思決定支援システムの開発と改良を
進めているが，今後は具体的な事例を通してより拡張された意思決定支援
システムの意味と問題点を探ってゆきたい。
　なお，知識データ・ベースのプログラム開発にあたっては文学研究科研
修生天野立面の協力があった。彼の多大な協力に感謝したい。
　末筆ながら慎んで故竹下英男先生のご冥福を心からお祈り致します。
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